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はじめに

　今日の日本社会のある種の「危機」は、何

か特別なことが足りないというよりも、それ

まで「当たり前」と考えられてきたものが、当

たり前だったところに存在しないことのよう

に思われる。その事態とは、やや言い尽くさ

れた感のある地域社会の「衰退」ないしは「崩

壊」である。

　この事態は、多くの人が既にずいぶん前か

ら問題としてきた。しかし、崩壊の過程は進

むことがあっても、止まることはなかったよ

うに思う。崩壊から再生への転換は、あり得

るのだろうか。あり得るとすれば、それは、一

体どんなことからはじまるだろうか。

　本来、曖昧で複雑な問題を解決する智恵と

力を、「地域」は内在させてきたはずである。

支え合い、伝達、共有、交換という多様な機

能が存在して、はじめて、ふつうの人々の暮

らしは成り立つのだと思う。こうした社会的

な領域が極端に薄くなった社会は、やはり、生

きづらい社会であろう。

　地域社会が、結局は、人々のライフ・スタ
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イルの積み重なりの結果としてあるとすれば、

再生の契機も、そのあたりにあるのではない

かと思う。それを一言でいえば、「自分たちが

できることは、できるだけ自分たちでやるべ

きだ」ということになるかもしれない。「自治」

とは、そういうことではないのか。

　この単純で直接的な自治のひとつの在り方

を、筆者は、市民運動、ないしは、市民活動

とよばれる社会運動の過程の中に見ている。

そして、NPOという新たな段階をむかえた市

民運動の展開に、地域再生にむけた可能性を

託したいと考えている。

　本論では、日本の市民運動の発生から今日

まで、最も重要だと思われるテーマのいくつ

かを検討し、地域活動の実践レベルで共有し

たいと考えている、これからのコミュニティ

の大まかイメージについて述べたいと思う。

第1章　「運動」の時代

　1998年、特定非営利活動促進法＊1の成立に

より、それまでその多くが任意団体としての

活動を余儀なくされてきた市民運動、市民活

動団体が、簡易に法人格を取得できるように

なった。それは市民運動の誕生から、およそ

40年の歴史を経てようやく達成されたもので

あった。

　この40年は、1980年頃を境として大きく二

つの時期に区分することができる。本章では、

いわば市民運動の第1世代とでも言うべき、80

年代までの市民運動を念頭に、議論をすすめ

たい。この時代はまず何よりも、今日の地域

活動の担い手にとって不可欠なアイデンティ

ティとしての「市民」という概念と、そうし

た個人の内発性に基づく「市民運動」という

新しいタイプの社会運動が広範な分野に広
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がっていく時期である。当時の社会情勢、制

度、人々の意識など多くの制約の中にあって、

市民運動は、今日の「市民自治」を支える基

本的なコンセプトを創りだしてきた。

1）「市民」という形式

　戦後日本において、草の根レベルで、「市民」

という概念が登場するのは、1960年前後＊2で

ある。それは、当時、社会変革の主体として

想定されていた、「労働者」ないしは「労働者

階級」への対抗的意識のもとに生まれた。「階

級」や「組織」という言葉から連想される集

団に対して、「自発的な個人」を対置すること

により、「市民」概念は成立した＊3。その後、こ

の「市民」概念をめぐっては、1970年代半ば

ぐらいまで、階級派、市民派双方による「市

民主義論争」とでも言うべき議論が続くこと

になった。

　この「市民」という概念をめぐっては、多

様な解釈があり得るし、また、その内容が時

代により変わっていくことは、「市民」という

ものが、「個人の自覚」ということ以上に、「市

民」をとりまく社会状況との関係において規

定されるという性格によると思われる。個人

が、「市民」として社会的に登場することを促

し、そうしたことを支える仕組みをもつ社会

における「市民」と、逆に、「市民」として登

場することに価値を置かない社会では、人々

にとって、「市民」のイメージは、多分、全く

異なるものになると思われる。

　今日、実際の活動の現場においての「市民」

とは、具体的に何を意味する言葉として使わ

れているのかを考えれば、それは、まず、何

よりも他ならぬ「自分」（という主体）の確認

である。判断や行動の根拠が最終的には自分

自身の中に存在していることが、「市民」であ

ることの基本的な要件であると考える。それ

は、言い換えれば、運動における「自分」の

発見でもあろう。そして、その「自分」や「私」

というものをパブリックに表現しようとする

時、人は意識的に「市民」という形式を使う。

市民という形式が存在しなければ、「個人の想

い」を社会にむけて直接的に表現することは

むずかしい。

　自分を自分以外のものに「委託」し、表現

しなくてはならない社会では、個人は「委託

先」に対して、従属的な位置にならざるを得

ないだろう。その意味で、「市民」という概念

は、組織や集団に対立する概念というよりは、

誰にも開かれた概念であると考える。

　60年代における市民概念の成立の本質的な

意味は、自発的な個人が、「市民」という形式

において社会的に登場することが可能になっ

た時代において、それを社会は、どのように

処遇するべきなのかという問題にこそあるよ

うに思う。それは、抽象的に言えば、「市民性」

（市民の責任、アマチュアリズム、ボランタリ

ズム）と公共性、専門職主義、官僚制度との

関係の在り方をめぐる今日的な争点が提起さ

れたと理解することができるのではないか。

2）市民運動という問題解決のシステム

　市民は、多くの場合、自らの問題関心を社

会的に表現する際、意見や関心、志を同じく

する仲間を集め、運動4を組織する。市民運動

は、問題を感じた個人が、「市民」という立場

で発言し、行動するという「セルフスタート」

を原則としている。

　それまでの社会運動が、敢えて言えば「組

織」の存在を前提に運動をすすめていこうと

するの対し、市民運動は、「個人」の問題意識

や主体性に重点を置きながら、運動の在り方

を考えようとするものであった。端的に言え

ば運動を代表するのは、そこに参加する一人

ひとりの人間であって、組織ではないという

発想である。そこでは、運動の在り方を規模

の問題に解消することや、運動の参加者が一

方的な「指導」の対象となるこが強く忌避さ

れた。また問題を一点の「矛盾」から解こう

するのではなく、それぞれの問題固有の「矛

盾」とその解決の在り方が存在しているのだ

という認識から、運動の「部分性」をむしろ

肯定し、そうした部分の中にこそ「全体」を

解く鍵が存在していると主張した＊5。

　それは、問題を発見した個人が、その場で、

その問題についての解決策を考えだすという

新しいタイプの社会運動であった。自らを「当

事者」としながら、必要な社会的資源を調達
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し、問題について学習し、解決の方法を探る

というのが、市民運動の方法である。

　問題を感知した人間が、その場で「会」（ア

ソシエーション）を組織し、社会に対して意

見を表明していくということが共感として広

がり、社会的な影響力を持ちうる可能性があ

るということは、それまでの日本社会では自

明のことではなかったと思われる。

　市民運動は、また、参加する個人の自由な

発想に強くこだわることで、様々な方法を言

葉にしてきた。「この指とまれ」、「手作り」、「等

身大」「自分たちで考え、自分たちで決める」

といった言葉に象徴的なのは、当事者による

自己決定という直接的な民主主義への強い関

心と、実際の運動の中での手応えであった＊6。

今日から見ても、こうした運動の言葉には、地

域で活動する小さな運動にとっての普遍的な

世界が表現されているように感じる。それら

は、行政による保障という形ではなく、自分

たちの手で物事を創りだしていく時に不可欠

な言葉として、今日まで引き継がれている＊7。

　また、多様な自立的小集団が籏生している

社会こそが、その内側に自己更新力を備えた

健全な社会であるというイメージは、この時

代の市民運動がつくりあげた最も重要な功績

であった。

　こうした市民運動を別の視点から見るなら

ば、それは、多層的、多元的な問題解決の社

会システムとして捉えることも可能であろう。

当事者自身にその能力が存在する場合には、

積極的に問題解決のイニシアチブを市民に与

えるということは、社会的なコストを押さえ、

本当に必要なところに資金を回すことを可能

にするが、当時も、そして現在も行政にはそ

うした姿勢がほとんどないと言わざるを得な

いo

3）社会運動と制度

「市民活動の自由」と自治の未来

　市民運動の多くは、現実には、止むに止ま

れずはじめられたものであったが、もし、そ

れをその場で形にすることを励まし、支える

という発想や仕組みがあったならば、今日の

地域社会における自治の在り方は相当に違っ

たものになったと思われる。

　市民が参入していくルートがないために、

運動は多くの場合、外部からの批判者の位置

におかれる。既存の制度はむしろ、市民運動

を「反対」と「抵抗」へ誘導し、それを社会

の運営に活かすようなことがなかった。

　また、一方で、行政の不足を補う民間の施

設という位置づけにあって、劣悪な労働条件

のまま放置してきた。

　そのために、市民の運動や活動は、その成

果を社会的に十分評価されることのない、い

わば「見えないもの」として存在してきた。活

動に参加している人間を除けば、市民運動と

はあくまでも少数派でありつづけた。

　一方、運動の側には、活動に対する反応が

極端に少ない社会にあって、自分たちの活動

を外にむけてひらいていこうという志向性を

持てず、逆に活動には内向きの「力学」が常

に働いてきた。

　市民の自発性が「その場」で形となり活か

されるという直接的な仕組みがないために、

運動は、その要求を「間接民主主義」を通じ

て実現する以外になく、拡大志向の「力学」が

リアリティをもつようになる。

　結局、活動は、自分たちと他者の違いにこ

だわりすぎるか、また、自分たちと「同一化」

するか、いずれかの傾向を強くもち、「違って

いるけれど同じ」というような次元を社会の

中に切り開くことができずにきた。

　運動と制度の間に高いハードルが存在する

なかで、運動は、制度や公共の補完的位置に

自らを置くか、またはそれに対立する形でし

か自らの存在意味をアピールできなかった。

第2章「オルタナティブ」の時代

　1980年代以降の市民運動の特徴は、それま

での市民運動が、運動の目標を具体的に設定

し、その達成、ないしは喪失をもって解散す

るというスタイルが多かったのに対し、個々

の問題が発生する社会構造そのものの変革を

志向し、持続的な運動を展開していくという

スタンスをとるようになったことである。運

動は、非日常的なものから、より日常的なも

のとなっていった。自己資金を調達し、恒常

的な活動の場を確保したり、事業的な運動を
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展開していくグループも生まれていった。こ

うした運動は、自らを表現する社会的な「言

葉と形」を模索しはじめていくことになった。

1）転換点としての「オルタナティブ」

　市民運動は80年代以降、多様化の時代をむ

かえる。そのテーマは、平和、反公害から、国

際協力、環境、人権、食、文化、福祉など社

会的なニーズがあるところには、必ずそれを

テーマ化している市民運動が存在していると

いってよい。

　また、活動の場も、政治的な場だけでなく、

生活の場へと、地域へと広がった。そうした

テーマの拡大は、多様な担い手を運動に呼び

込んでもいった。

　こうした主体、テーマの多様化は、「批判・

闘争から参加・提案へ」＊8という市民運動の新

しい展開へとつながっていくことになった。

また、継続的な活動をするグループには、「市

民活動」や「市民事業」という言葉も使われ

はじめた。そして、市民運動の新しい展開に

とって、戦略的にもっとも重要な概念が「オ

ルタナティブ」“9という言葉であったと思わ

れる。

　「もうひとつの」という言葉に込められたも

のは、既存のものとは「異なる原理」をもっ

た独自の「世界」が別に存在するということ

であり、従って、市民運動は、既存の「不足」

を補うという位置にはなく、固有の意味と役

割をもった存在として自らを認識しはじめた。

　その論理とは、「自分たちでやっているから

こそ意味がある」のであり、「だれかにやって

もらうものではない」というものである。更

に言えば、「自分たちで形にしてみたい」とい

う志向こそがオルタナティブという言葉に含

まれたニュアンスである。

　オルタナティブという視点がなくては、既

存の「公共」、「制度」、「経済」は批判の対象

であっても、自分たちで作り出すものとして

イメージされにくい。

「公共」というそれまでは、政府や行政が独

占してきたものに、市民が「オルタナティブ

な公共」を対置し、その根拠を具体的に社会

に問うことによって、「公共」を自らの側に引

き寄せる道が開かれた。当然、それは、日本

の経済や労働の在り方についても、同じ可能

性を指摘することができる。

　こうした新しい発想が広がるにつれて、反

対や拒否という表現方法以外に、自分たちの

アイデアをオルタナティブ（代案）として形

にするという手法が、多くの市民運動によっ

て採用されるようになった。むろん、それは、

「反対」を否定するのではなく、「代案提示」と

いう手法によって、反対や拒否の根拠を異な

る形で示すというものであった。敢えて言え

ば、それは、市民の「創造的社会参加」の道

が生まれたということであり、間接民主主義

をつかってコントロールするという以外に、

「もうひとつの」選択肢を市民が手に入れたと

いうことを意味した。

2）「NPO」の発見

　NPOとは一言でいえば、法人化した市民運

動のことである＊1°。特定非営利活動促進法成

立以前、日本には、公益法人制度は存在して

も、小さな市民運動が法人格を取得すること

は事実上不可能であり、また、そうした運動

を法人化するという発想もほとんどなかった

といってよい。例外的に、事業活動の必要性

から、市民活動が取得する法人格は、有限会

社や株式会社という営利法人であった。

　「運動」と言えば、当然、無償であり、「非

営利」というような規定は、ほとんど不要と

思われてきた。しかし、社会的に必要とされ

るサービスを恒常的に供給しようとする場合、

それまでの常識であった、無償であるという

ことは、むしろ市民運動の弱点となる場合が

少なくなかった。その意味で、80年代後半か

ら、徐々に紹介されはじめた欧米のNPOは、

オルタナティブ志向の運動が模索してきた

「社会的な形」そのものであった＊11。

　NPO制度の基本的な発想は、市民の「志」に、

予算と権限を与え、市民運動の取り組みのプ

ロセスに問題解決を委ねるということだと言

える。社会的、公共的な分野に多様な市民運

動が参入して、良いものは結果的に残るだろ

うという考え方に基づく社会制度である。

　また個々のNPOは、運動と制度の中間に位
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置し、運動のもつ自由で実験的な側面と制度

ないしは事業のもつ安定的、継続的な側面の

両方を併せ持つ特殊なインフラと規定するこ

とができる。それは、いわば、新しい自治の

形、ないしは、自治の変換装置である。

　また、NPOという言葉は、多様な分野でオ

ルタナティブを追求していた個々の組織をつ

なぐ言葉として機能しはじめている。これま

で市民運動、住民運動、地域運動、ボランティ

ア活動と様々な名称で、また、私立、民間、無

認可というような設立形態から、更にまた、消

費者運動、環境保護運動、生活協同組合運動

というようなテーマ毎に、多様な言葉で自ら

を表現した団体間で、分野やテーマを越えて

「共通する役割」と「共通する利益」が存在し

ていることを、自分たちの活動が同じ社会的

な場を共有していることを自覚化させたこと

の意味は、相当に大きいと思われる。

3）日本のNPO、市民運動が生みだしている価値

　日本の草の根のNPO、市民活動団体のほと

んどは、常勤有給スタッフを抱えるだけの資

金的余裕をもっていない＊12。従って、それら

が、新しい雇用の場と言えるようになるまで

は、まだしばらくの時間がかかるであろう。社

会的成果を上げているNPOには、行政による、

積極的な財政支援や公正な事業委託等が進め

られるべきだと考える。また、そのためのルー

ルをどのようにつくるのか、NPOにとっても

大きな課題である。

　そうした課題は存在するものの、地域にお

けるボランタリーな活動の先に、フォーマル

な社会セクターが存在することの意味は、非

常に大きいと考える。これまでのボランティ

ア活動は、その中で培った能力や感性、そし

て多様な人脈を活かして働くというルートが

ほとんど存在しない。こうした深刻な状況が、

すぐにではなくとも、改善されることが強く

望まれる。

　自分個人の利益を一歩抜け出る行為が、「好

きでやっている」「勝手にやっている」と読み

替えられてしまう社会は誰にとっても生きづ

らいものだと思うからである。

　あらためて、こうした、日本の市民運動、

NPOの価値、特徴、論理を列挙するならば以

下のようなものになるだろう。それは、参加

者同士の互いの顔が見え、決定権が自分たち

の手の中にあるような小さな自律的組織であ

る。問題や不具合があれば自分たちでメンテ

ナンス可能なサイズの組織である。

　その多くは、必要性を自覚した当事者自身

が、周りに働きかけて生まれた組織である。そ

れらは、地域の豊かさと自らの豊かさとが不

可分であるような、そんな組織である。

　こうした小さな組織が、例外や多様性と

いった曖昧で人間的な領域を、よりよく扱う

ことができる。そして、参加するメンバー一

人ひとりにふさわしい役割や出番を創りだす

ことによって、個人の主体性を引き出すこと

ができる。こういう集団の中で、個人が責任

をもったり、配慮したりという感覚が育つ。個

人のつまずきや失敗を見通しながら、それを

自立へとつなげることができる。

　そこは、また、「専門的な知識」によって下

位に位置づけられ、非公式化されてきた「自

分たちの言葉」や、「気持ち」や「志」という

個人の主観が、人間の自律や協同に不可欠な

ものとして認識されるような空間である。そ

の中でのルールや道徳は、具体的なその関係

を離れてはリアリティを失うという点で融通

の利かないものである。それは、「公」で語ら

れる「正当な文化」が容易に貫徹しない固有

の文化をもっている。社会を多元化しうる根

拠はここにあると考える。

　そこでの論理は、言葉や知識よりも「体験」

であり、自分たちを教え導く人間ではなく大

切なのは仲間だということである。こうした

もろもろの特徴は、「新しい」というよりも、

これまでにも生活や地域社会に普遍的に存在

してきたものであろう。

　こういう小さくて小回りのきく組織こそが、

私的生活と公共の間を埋めることができるの

であり、フォーマルでありながら家族的な空

間を実現できる。それは、対話の過程で自分

たちのニーズの在り方そのものを見直したり、

困難な状況に置かれた者に適切な配慮と気づ

かいを生み出すことができる小さな「政治」の

場でもある。

　ここに現れているのは人間は一人ひとり弱
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くとも、必ずその人固有の意味と役割がある

のだという信念である。

第3章　「新しい地域社会」の形成

　「公共」が政府によって、上から画一的に整

備される段階では、地域は従属的な位置に置

かれる。しかし、「市民活動の自由」（NPO）の

時代には、むしろ地域こそが主要な舞台とな

る。NPOやボランティアの活動が、人と人の

関係をつくりだし、地域の中に新しい仕組み

や制度を作り出せるかに、「地域社会の再生」

はかかっているだろう。

　その仕組みについて、いくつかの具体的な

イメージをだしてみたい。

　まず何よりも、コミュニティレベルでの

NPO、市民活動の分野横断的なネットワーク

の形成が必要である。80年代からネットワー

クという言葉は、地域活動では頻繁に使われ

てきた言葉であるが、実際には、小さく閉じ

たネットワークがいくつも存在しているとい

うのが現実ではないか。ボランティア、情報、

資金をはじめとして、地域に存在する多様な

資源が交換され、新しい価値を生み出すNPO

の「市場メカニズム」は規模の小さなネット

ワークではほとんど機能しない。資源が、タ

テではなく、ヨコに流れていく仕組みがどう

しても必要である。

　また、そうしたコミュニティネットワーク

を拡げるためにも多様なインフラをつくりだ

すことが必要である。都道府県レベルで生ま

れている「NPOサポートセンター」と呼ばれ

る市民活動のためのインフラをコミュニティ

レベルでもつくりだしたい。それは、現在の

活動の支援だけでなく、いわばコミュニティ

の記1意装置として、個々のグループや個人に

蓄えられた経験を蓄積し、それを共有財産と

して、次の世代にも伝えていくことを可能に

する。個々のグループは、いわばコミュニティ

の中ではパーツ（部分）である。そうした、パー

ッとパーッをつなぎ、組み上げて、トータル

（全体）なビジョンを創りだす機能も期待され

る。

　また、コミュニティファンドという形で、地

域の資金をその地域に戻していくような仕組

みから、現金ではないが、「コミュニティマ

ネー」という地域通貨を流通させるようなイ

ンフラもNPOやボランティアが活発に活動す

るしかけとしては非常に魅力的なものである。

　更に、地域経済を支えているような、小さ

な会社や商店などとNPOは、地域の豊かさと

ともに生きているという点では同じである。

コミュニティが育てた若い世代の力をコミュ

ニティの経済につないでいくような労働市場

をつくることはできないだろうか。そして、何

よりも、コミュニティ活動のキャリアを評価

し、若者を自主的に採用できるような権限を

もった公立の学校や公民館、児童館や保育園

というようなものを構想できないものだろう

か。

　実現の可能性が高いものから、そうでない

ものまで書いてきたが、要は、コミュニティ

の中に、人や物の循環的なサイクルを創りだ

したということである。こうしたサイクルが

まわりはじめ、コミュニティというプールに、

社会的資源を蓄積していくことが可能となる

時、競争の結果として得られる個人の私的な

蓄えが生活を豊かにするというライフ・スタ

イルから、コミュニティの豊かさに依拠した、

共同的なライフ・スタイルを提示できるので

はないかと考える。

おわりに

　以上、NPOやボランティアという活動から、

目指すべき新しい地域社会の姿をイメージし

てみた。意見や批判をしていただけたらと思
う。
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